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Ⅲ．論文要旨 

 

序章 研究の目的と方法 

 本研究の目的は，1990 年代以降に政府主導の大学改革が進められる中，大学間あるいは大

学類型間にみられる財務上の格差がどのように変化しているか，あるいは変化していないかを

把握した上で，格差が大学・大学院への進学や大学の教育・研究活動に及ぼす影響を明らかに

することである。格差によってもたらされる問題点に対して，求められる政策の在り方を検討

するための素材を提供することを意図している。 

OECD 教育調査団（1970）が「頂点の鋭くとがったピラミッド」と表現した我が国の大学

の格差構造は，戦後の新制大学発足当初からみられるものであり，その始まりは 1886 年の帝

国大学創設にまでさかのぼることができる。大学においてみられるこのような格差構造が 1990

年代以降の大学改革を主導した政策によってどのように変化したか，あるいは変化しなかった

か，それにより何がもたらされたかを実証的に明らかにすることが本研究の目的である。  

本研究では，まず序章で 1990 年代に至るまでの大学における格差構造の形成過程を述べ，

その後の格差構造に影響を及ぼしたと考えられる 1990 年代以降の高等教育政策の特徴として

①規制緩和，②評価制度の導入，③評価にもとづく資源配分の 3 点を挙げた上で，先行研究を

踏まえて本研究の目的・対象・方法を述べる。次いで第 1 章では，高等教育政策が一因となっ

てもたらされた大学ないし大学類型間の格差を大学財務データにより明らかにする。第 2 章で

は，こうした格差構造と結びついた大学教育の供給構造によって学士課程教育を受ける機会の

格差がもたらされていることを，高校教育と比較して示す。第 3 章では，学生数倍増政策によ

って教育を受ける機会が拡大した大学院について，その中で生じた進学率の男女間格差を示し，

その要因を分析する。さらに第 4 章では，大学の教育・研究にもたらされる格差を，教育・研

究の担い手である教員が利用する資源（研究費と時間）に注目して検討する。終章では，本研

究による分析結果を要約し，その政策的含意を提示する。 

 

第 1 章 大学財務における格差 

第 1 章では，大学教育費総額と大学への政府支出の推移を踏まえた上で，大学への資金配分

における設置形態間格差と大学財務にみられる格差を検討した。まず，設置形態別に大学 1 校

当りでみると，国立大学と公立大学・私立大学との間で支出規模の格差が広がっている。しか

し，学生 1 人当りでみると，1990 年代以降，国立大学と私立大学との格差は拡大したという

よりも固定化した状態にある。固定的格差をもたらしているのは政府支出であり，学生 1 人当

りの政府支出は，1990 年代以降，国立大学が私立大学の 10 倍程度で推移している。この点に

ついては国立大学の法人化前後で変化していない。 

こうした政府支出の格差は，投資効果を収益率で計測した場合，私立大学の公的収益率の高

さとして表れており，この点からみると政府支出における国私間格差は大きすぎるということ
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ができる。ただしそれは，国立大学への政府支出が多すぎるためではなく，私立大学への政府

支出が少ないためである。厚生労働省「賃金構造基本統計調査」から得られる賃金データ等に

もとづいて収益率を計測してみると，国立大学の公的収益率は，2014 年の推計値で 2.8％であ

り，私立大学の公的収益率（9.0％）の 3 分の 1 以下であるが，金利が非常に低くなっている

現在においては低すぎる水準ではない。仮に大学教育無償化が実現して，現状の学生納付金相

当額が政府支出で賄われる場合の公的収益率をシミュレーションにより求めると，私立大学の

公的収益率が 2.7％となり，現状の国立大学の公的収益率にほぼ等しい。つまり，政府からみ

た場合，私立大学を無償化するほどの政府支出をしてもなお，その支出は現状の国立大学と同

程度の効率性がある投資であるということができる。 

設置形態ごとにみると，図 1 にみられるように，国立大学については医学部を有する大学と

それ以外の大学との財務規模（支出額）上の格差が広がっている。このような格差がみられる

支出額に対する各収益の影響を回帰分析によって調べてみると，国立大学においては，運営費

交付金収益と附属病院収益が支出額における格差の大きな要因であり，学生納付金収益の影響

は小さい。ただし，法人化以降，運営費交付金収益の影響力は僅かに低下し，競争力のある大

学に集まりやすい補助金や寄附金の影響力が高まっている。逆に私立大学については，支出額

を左右する要因として補助金の影響力が低下し，学生納付金の影響力が高まっている。しかし，

学生納付金は大規模な私立大学で多く集まることを考えると，競争力のある大学とそうでない

大学との財務上の格差が拡大するという点で，私立大学と国立大学は同形である。  

 

 図 1 大学 1 校当り経常費用合計(類型別） 
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大学類型別に収益と費用の変化をみると，教育研究経費は経常収益全体の増加率を上回って

増加しているが，医・歯学部の無い公立大学を除いて，人件費の増加率は収益の増加率を下回

っている。特に図 2 に示されているように，医・歯学部の無い国立大学（新制）や私立大学で

はマイナスになっている。こうした類型の大学では，十分な人的資源の支えがないまま，高度

な研究や多様な学生に配慮した教育が求められる状況にある。  

 

 図 2 経常収益と主な費用の実質増加率（1 校当り） 

 

 

 

 

 

注：東洋経済新報社「国公立大学財政データ」「私立

大学財政データ」により作成。国立大学は 2005 年度

と 2015 年度の比較，公立大学・私立大学は 2010 年

度と 2015 年度の比較。教育・研究経費には診療経

費・教育研究支援経費を含む。経常収益合計は私立

大学では帰属収入（事業活動収入計）。各類型名末尾

の数字は集計対象大学数。 

 

さらに第 1 章では，現状の大学財務にみられる格差によって，大学教育支出額の地域間格差

がもたらされることも示した。この支出額の地域間格差は，大学教育供給量の地域間格差を形

成し，第 2 章で分析する大学進学率の地域間格差に結びつくものである。 

 

第 2 章 大学進学率の地域間格差 

大学供給量の地域間格差を踏まえ，第 2 章では，大学進学率が上昇する中での地域間格差の

拡大を取り上げた。大学が集中している地域の進学率が高く，そうでない地域の進学率は低い

という現象は，いわば当然のこととみなされているが，教育機会均等の観点からは看過できる

ことではない。大学進学率の格差は大学そのものの格差というよりも，大学教育を受ける機会

の格差である。進学機会の格差としては，家庭の経済的格差によるものが注目されているが，

経済的格差は地域間にもみられる。進学率の地域間格差をもたらしているものは，経済的格差

と同時に大学教育供給量の格差であり，大学教育供給量の地域間格差をもたらしたのは高等教

育政策ではないかという問題を本章では検討した。 

この問題を考えるため，大学と同様に非義務教育でありながら，大学以上に進学率が上昇し，

しかも上昇に伴って都道府県（以下，県）間格差が縮小した高校進学率を取り上げ，それと比

較することによって，大学進学率の地域間格差が拡大している要因を検討した。 

高校進学率について 1961 年以降の各年のクロスセクションデータを用いて分析したところ，
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1960年代前半および 1970年代において進学率との間で正の有意な関連がみられた所得変数は，

その後有意でなくなり，2000 年代には進学率と負の関連がみられるようになったことが示さ

れた。他方，高校進学率に対して一貫して有意であるのは高校教育供給量や政府支出である。

高校の場合，高校標準法（公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律）に

よって定められた教職員配置により，相対的に所得水準の低い県に対して手厚い政府支出がな

される。この手厚い政府支出が高校教育供給量の充実をもたらし，所得水準の低い県の高校進

学率を支え，県間格差が解消されたのである。図 3 に高校進学率に対する家計支出と政府支出

の効果の推移を示しているが，1980 年代までは大きかった家計支出の効果がその後小さくな

り，2001 年以降は政府支出の効果の方が大きくなっていることが分かる。 

 

 図 3 高校進学率に対する政府支出と家計支出の効果 

  

 

 

 

 

 

 

 

注：1961～2009 年（1963 年を除く各

年）のパス解析結果による。 

 

 大学進学率についてはこのようなメカニズムははたらかず，県単位でみた場合でも，各県の

所得水準が大学教育費家計支出や私立大学供給量と結びつき，所得水準の高い県の高い大学進

学率がもたらされ，所得水準の低い県との格差が拡大した。高校とは異なり，この格差を是正

する政府支出が不足していたのである。進学率を自県大学進学率と他県大学進学率に分けて，

それぞれに対する所得の効果をパス解析により検討した結果（図 4）によれば，自県大学進学

率に対しては，大学教育費家計支出と私立大学供給量を経た所得の間接効果が大きい。他方，

他県大学進学率に対しては，他県進学の経済的負担の大きさを反映して，所得の直接効果が大

きい。いずれにしても，所得が大学進学に及ぼす効果は大きく，これが大学進学率の県間格差

の要因となっており，政府支出が格差を是正できていない。  

 さらに，こうしてもたらされる大学進学率の県間格差は，上記の要因が変わらなければ，少

なくとも 2030 年までは縮小せず，固定的に維持される見通しであることを，推計人口にもと

づくシミュレーションによって示した。 
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図 4 大学進学率のパス解析（2015 年） 

 

 

第 3 章 大学院拡大の中での進学格差 

第 3 章では，戦後我が国の大学院の拡大を跡づけた上で，大学院進学にみられる男女間格差

を取り上げた。大学院については，1990 年代の倍増計画によって大学院教育供給量が増加し

たにもかかわらず，大学（学士課程）進学では縮小を続けている男女間格差が，大学院進学で

はなお拡大しているという問題があるからである。大学院進学率は専攻分野によって異なるが，

女子が多数を占める分野においても，学士課程から修士課程への進学率は女子の方が低い。 

修士課程への進学率と，修士課程供給量，所得水準，修了後の進路見通し，当面の失業回避

といった変数との関連の有無を重回帰分析により検討したところ，図 5 に示すように，男女い

ずれの進学率もこの 4 変数と関連していた。すなわち，修士課程入学定員や家計所得が増えれ

ば進学率は上昇するし，修士課程修了後の無業者率が上昇したり学士課程卒業後の無業者率が

低下したりすれば修士課程進学率は低下する。このような関係は男女で同様であるが，女子は

修了後の進路見通しにおいて男子よりも不利な状況にある。学士課程卒業後無業者率の男女差

は既に今世紀初頭には解消されているのに対して，修士課程修了後無業者率は 1990 年代以降

も一貫して男子よりも女子が 10％ポイント以上高い。女子の修士課程修了後無業者率の高さに

よって，修士課程進学率の低さがもたらされているということができる。図 5に示したように， 

 

図 5 修士課程進学率の重回帰分析結果（1977～2016 年） 

 

 

 

 

 

 注：いずれの変数も 1％有意。 
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修士課程進学率に最も大きな影響を及ぼしているのは政策変数である修士課程入学定員（学士

課程卒業者数に対する比率）であるが，進学率の男女差をもたらしているのは労働市場におけ

る就業機会の差である。 

博士課程については，修士課程修了時の進学率では男女の差は小さく，むしろ 1980 年代以

降は女子の方が高めである。しかし，博士課程進学率の分母となる女子の修士課程修了者（≒

修士課程進学者）が少ないために，博士課程へ進学する女子の人数は男子よりも少ない。博士

課程修了後に女子が大学教員として就職する確率は 2000 年以降僅かずつ上昇する傾向にある

が，男子とは異なり，それが博士課程進学率の上昇に結びついていない。文部科学省「学校教

員統計調査」から得られる大学教員の年齢構成と年齢別離職率にもとづいて推計した 2030 年

までの離職者数をみると，大学教員置換需要は将来にわたって安定的に見込まれるので，その

需要を満たすためには博士課程の入学定員や進学者数は現状程度に維持されることが必要で

あり，そのためにも女子の進学障壁を除去する必要がある。 

 

第 4 章 大学教員の教育・研究資源における格差 

大学財務上の格差や「選択と集中」の原則は，大学や大学教員に配分される教育・研究資源

の格差となって表れる。第 4 章では，大学教員が利用する教育・研究資源として，研究費を中

心に取り上げ，教育・研究資源にみられる格差と格差がもたらす問題点を明らかにした。  

 研究費については，競争的資金を評価にもとづいて傾斜的に配分することが進められている

が，総務省「科学技術研究調査」集計データや文部科学省『科学技術要覧』掲載データなどか

ら推計すると，競争的研究資金を得た教員とそうでない教員との格差が拡大している。また，

広島大学大学教育研究センター・高等教育研究開発センター「大学教授職国際調査」（1992・

2007）の個票分析からは，多額の研究費を必要とする自然科学系の分野では国私間格差が広が

っていることが明らかになった。 

 加えて問題であるのは，理系の競争的研究資金に研究生産性に対する逓減効果がみられるこ

とであり（広島大学高等教育研究開発センター「大学への資源配分と教育研究活動に関する教

員調査」の個票分析から，理系では研究生産性に対して競争的研究資金の二乗項の係数が負に

なっていることが判明），多額の研究費を得た大学教員の仕事上の満足度が必ずしも高まって

いないことである（「大学教授職国際調査」の個票分析から判明）。「大学教授職国際調査」に

より 1992 年と 2007 年を比較すると，研究費増加により研究生産性が高まる度合いは 2007 年

において減少していることも明らかになった。研究活動時間の減少にみられるように，増加し

た研究費を活かすための条件は，この期間に悪化した可能性がある。  

 

終章 要約と政策的含意 

終章では，本研究の分析結果を要約し，結果の政策的含意を提示した。本研究で独自に明ら

かにした点とその政策的含意は以下の通りである。 
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第 1 に，本研究では財務状況を中心に大学間および大学類型間の格差を検討したが，1990

年代初めまでに，大学設置形態間に大きな格差が形成されており，国立大学間など同じ設置形

態の大学間でも格差がみられた。その後，こうした格差は拡大し，固定化していることが，ジ

ニ係数や順位相関係数などの検討により明らかになった。1990 年代以降の高等教育政策の特

徴の一つとして評価にもとづく競争的資源配分が挙げられるが，著しい大学間格差がみられた

中で競争的配分がなされたため，一層の格差と格差の固定化がもたらされたのである。 

第 2 に，格差の拡大と固定化によって，公平性と効率性の上で問題が生じていることが明ら

かになった。財務上の格差構造において下位に位置する大学，特に医・歯学部を有しない国立

大学や私立大学では，収入が限られる中，教育・研究経費は増加しているものの人件費は減少

しているため，教育・研究の担い手である人的資源が不足していることが示唆された。他方，

格差構造の上位に位置する大学では多額の研究費を獲得している例がみられるが，競争的研究

資金には研究生産性に対する逓減効果がみられ，多額の研究費を得た教員の職務上の満足度も

高まっていない。このような例では非効率が生じていると言うことができる。 

第 3 に，格差を是正する上で，政府支出の役割が大きいことが示された。大学については政

府支出によって格差が拡大・固定化しているが，高校の場合は政府支出によって地域間格差が

解消されていることが進学率の比較分析結果から明らかになった。この結果は，大学について

も所得水準が低い地域の大学に対する政府支出を手厚くして教育供給量を充実することによ

り，教育機会の格差是正が可能となることを示唆するものである。大学の研究活動についても，

競争的資金によって生じている非効率を，資源配分方式の修正により是正する必要がある。  

しかしながら第 4 に，格差是正の全てが政策ないし政府支出によって可能なわけではない。

たとえば大学院については，教育機会が拡大したにも関わらず，修士課程への進学率における

男女間格差がみられるが，その要因は修士課程修了後の就業機会の男女差にあることが本研究

により明らかになった。したがって，この格差の是正のためには，労働需要側と供給側双方の

経営上・教育上の努力が求められる。具体的には，企業等が大学院修了者の雇用を促進するこ

と，大学が従来型の研究室教育を維持して修士・博士の育成に努め，その有能さを発信するこ

となどである。学士課程についても，進学率の地域間格差是正のためには所得水準の低い県に

おける大学教育供給量を政策的に拡充させる必要があるが，魅力的な大学教育プログラムの開

発・実施などによる学習の場としての価値向上は各大学の努力に委ねられる。 

本研究は 1990 年代以降の大学改革を主導した政策が一因となってもたらされた大学におけ

る格差を検討した。格差是正のためには政策や資源配分方式の修正が必要であることを示した

が，各大学の組織的努力の役割の大きさも忘れてはならないことも指摘しておきたい。 
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